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連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社が 100％出資する連結子会社である株式会社環境科学コーポレーション

（以下、EAC という）の発行済株式の全てを、Eurofins Environment Testing LUX Holding S.à r.l.（以下、ユーロフィン社という）

に譲渡することを決議いたしましたのでお知らせいたします。本異動に伴い、EAC は当社の連結子会社より除外されること

となります。なお、当事者間で譲渡条件を協議の上、2016 年 5 月 31 日を目処に株式を譲渡する予定です。 

 

記 

１．異動（株式譲渡）の理由 

EAC は、1972 年 12 月に設立され、土壌・水・大気など環境に係る調査・分析業務およびコンサルティング業務、放射

能の測定業務などを中心に事業を行っております。 

当社は、環境関連事業の拡大の一環として 2005 年 12 月に EAC の全株式を取得、EAC を環境ソリューション事業の

中核として位置付け、現在まで連結子会社として事業を展開してきております。 

   今般、ユーロフィン社からの EAC 株式取得の申し出を受け、当社グループの将来に亘る事業成長と企業価値向上に

ついて慎重に検討を重ねた結果、基盤事業である鉄鋼建設資材事業、肥料事業を中心に経営資源のシフトを徹底する

ため、当社が保有する EAC の発行済株式の全てをユーロフィン社へ譲渡することを決定いたしました。 

 

２．異動（譲渡）する子会社の概要 

(1) 名 称 株式会社環境科学コーポレーション 

(2) 所 在 地 東京都豊島区東池袋 3 丁目 23 番 5 号 Daiwa 東池袋ビル 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 一柳 淳一 

(4) 事 業 内 容 土壌・水・大気等環境に係る調査・分析およびコンサルティング、放射能の測定業務 

(5) 資 本 金 160 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 1972 年 12 月 18 日 

(7) 大株主および持株比率 朝日工業株式会社 100％ 

(8) 当該会社の最近 3 年間の売上高 

決 算 期 2013 年 3 月期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 

売 上 高 （百万円） 695 723 642

 

３．株式譲渡の相手先の概要 

(1) 名 称 Eurofins Environment Testing LUX Holding S.à r.l. 

(2) 所 在 地 23 Val Fleuri L-1526 Luxembourg, R.C.S Luxembourg B 157 959 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Gerant et President du Conseil Gerance,  Florian HEUPEL 

(4) 資 本 金 32,500,000EUR 

(5) 設 立 年 月 日 2006 年 12 月 19 日 

(6) ユーロフィングループ

について 

食品・環境・医薬品検査事業をグローバルに展開する企業グループ。世界 39 カ国に

展開し、23000 人を超える従業員と 225 以上の試験所を擁する。日本においては、環

境・遺伝子・食品検査事業を展開 

(7) 当社との関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係および取引関係は 

ありません 



４．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況 

(1) 譲渡前の所有株式数 3,200 株（議決権の数：3,200 個、議決権所有割合：100％） 

(2) 譲 渡 株 式 数 3,200 株（議決権の数：3,200 個、議決権所有割合：100％） 

(3) 譲渡後の所有株式数 0 株（議決権の数：0 個、議決権所有割合：0％） 

(4) 譲 渡 価 額 譲渡価額につきましては、秘密保持義務があるため、開示を控えさせていただき 

ます。 

 

５．譲渡スケジュール 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2016 年 5 月 2 日 

(2) 株式譲渡契約締結日 2016 年 5 月 2 日 

(3) 株 式 譲 渡 実 行 日 2016 年 5 月 31 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

今後、当社は 2016 年 5 月 31 日の株式譲渡の実行に向けて、ユーロフィン社との間で諸手続きを進めてまいります。 

なお、2017 年 3 月期の連結業績に与える影響については軽微であります。 

以 上 


